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１ はじめに 

地方公共団体の会計制度は、年度を単位とする現金主義であるため、財

政状況を示す指標において、その年度の収入や支出といった現金の動きが

わかりやすい一方、これまでに整備した資産や負債の総体的な把握や行政

サービス提供のために発生したコストの情報が不足していました。  
そこで、平成２２年度決算から「総務省改訂モデル」による財務諸表４

表（資金収支計算書・貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書）

を作成し公表しています。  
 

【財務諸表４表の関係】  

 
 

一般会計の各財務諸表で、町民一人あたりの金額を算出していますが、

基礎となる人口は、年度末の３月３１日現在の住民基本台帳人口（外国人

登録者数を含む。）を用いて平成２６年度を１２，２４９人、平成２７年度

 資 産

　・・・

　・・・

　・・・

　・・・
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歳 計 現 金

純 資 産

負　債

貸 借 対 照 表

－

経 常 行 政 コ ス ト

収　　　　益

＝

純 経 常 行 政 コ スト
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を１２，２８７人で算出しています。  
 
２ 貸借対照表（一般会計） 

貸借対照表は、一般会計が保有している財産（資産）とその資産形成の

ための財源（負債・純資産）を一覧にしたもので、年度末時点のストック

を表しています。  
「資産」は、行政サービスのために既に保有する財産（有形固定資産）

と将来に現金収入として価値のある貸付金、基金、未収金などの財産です。  
「負債」は、将来世代の負担となる地方債や職員の退職金です。  
「純資産」は、過去及び現世代の資産形成に充てられた町税や国及び県

からの補助金です。  
詳細な平成２７年度貸借対照表につきましては、Ｐ .６に記載しています。 

（単位：千円） 

借方（財産） 貸方（財源） 

資産 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 負債 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

公共資産合計 

投資等 合計 

流動資産合計 

 

 

 

 

 

 

 

資産合計 

29,908,246 

1,226,923 

1,454,047 

 

 

 

 

 

 

 

32,589,216 

29,763,572

1,069,003

1,528,749

32,361,324

固定負債合計

流動負債合計

 

負債合計 

4,454,998 

360,214 

 

4,815,212 

4,457,509

364,326

4,821,835

純資産 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源等

その他一般財源等

資産評価差額

 

純資産合計 

1,797,524 

26,881,685 

△984,763 

79,558 

 

27,774,004 

1,872,182

26,560,162

△1,014,352

121,497

27,539,489

 

・資産 

平成２７年度の資産合計は、３２３億６，１３２万円で前年度に対し２

億２，７９０万円減少しています。  
このうち公共資産では、１億４，４６７万円の減少となっています。こ

れは、既に形成された資産の当年度の減価償却６億３，６４７万円の減額

に当年度に資産形成された資産４億５，８９６万円を加えたことが主な要

因です。  
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平成２７年度に資産形成された主な事業は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

区 分 事  業  名  称 金 額 

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 道路・交通安全施設整備事業 90,908

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 都市公園施設整備事業 11,093

生 活 イ ンフ ラ  

・ 国 土 保全 町営住宅整備事業 247,460

教 育 小学校施設整備事業 10,038

教 育 小学校給食調理場施設整備事業 3,467

教 育 中学校施設整備事業 3,500

教 育 幼稚園施設整備事業 2,516

教 育 中学校給食調理場施設整備事業 1,870

教 育 町民総合会館施設整備事業 39,888

教 育 体育施設整備事業 13,433

福 祉 児童遊園地整備事業 1,016

環境衛生 斎場施設整備事業 2,106

環境衛生 埋立処分地汚水処理施設整備事業 3,542

産業振興 水路等整備事業 15,577

消 防 消防小型ポンプ整備事業 2,225

 

投資等では、１億５，７９２万円の減額となっています。これは、基金

等１億３，７１５万円と長期延滞債権１，６５２万円の増額が主な要因で

す。 

流動資産は、７，４７０万円の増額となっています。これは、財政調整

基金２，６８４万円、年度末歳計現金５，３３３万円の増額と地方税の未

収金６８６万円の減額の差し引きなどによるものです。  
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・負債 

負債合計は、４８億２，１８４万円で前年度に対し６６２万円増加して

います。このうち固定負債では、２５１万円の増額となっています。これ

は、平成２８年度以降に支払う地方債８，８３３万円の増額と退職手当引

当金８，５８２万円の減額の差し引きによるものです。また流動負債では、

４１１万円の増額となっています。これは、翌年度地方債償還６１３万円

の増額と賞与引当金２０２万円の減額の差し引きによるものです。  
 

・純資産 

純資産合計は、２７５億３，９４９万円で前年度に対し２億３，４５１

万円減少しています。  
このうち公共資産等整備国県補助金等は、７，４６６万円の増加となっ

ています。既に形成された公共資産の減価償却に伴う７，０７８万円の減

額に当年度形成された資産に対する補助金１億４，５４４万円を加えたも

のです。  
公共資産等整備一般財源は、３億２，１５２万円の減額となっています。

これも資産形成された資産の減価償却と当年度形成された資産の差し引き

による減額が主な要因です。  
その他一般財源等は、２，９５９万円の減額となっています。これは、

当年度における臨時財政対策債の借入額が償還額よりも上回っていること

が主な要因です。この数値は臨時財政対策債の借入れにより多くの自治体

においてマイナスとなっています。  
資産評価差額は、４，１９４万円の増加となっています。これは、無償

譲渡又は寄附された土地の評価に伴う資産が主な要因です。  
なお、資産評価は、固定資産税評価額を用いて算定しています。  

 

・町民一人あたりの資産 

（単位：円）  
借方（財産） 貸方（財源） 

資産 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 負債 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

公共資産合計 

投資等 合計 

流動資産合計 

 

資産合計 

2,441,689 

100,165 

118,707 

 

2,660,561 

2,422,363

87,003

124,420

2,633,786

固定負債合計

流動負債合計

負債合計 

363,703 

29,408 

393,111 

362,783

29,651

392,434

純資産 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

純資産合計 2,267,450 2,241,352
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 3,997,651

①生活インフラ・国土保全 11,057,580 (2) 長期未払金

②教育 8,003,328 ①物件の購入等

③福祉 899,811 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 890,723 ③その他

⑤産業振興 4,818,063 長期未払金計 0

⑥消防 147,299 (3) 退職手当引当金 459,858

⑦総務 3,862,563 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 29,679,367 固定負債合計 4,457,509

(2) 売却可能資産 84,205

公共資産合計 29,763,572 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 326,949

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 59,232 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 37,377

投資及び出資金計 59,232 流動負債合計 364,326

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 4,821,835

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 605,460

③土地開発基金 214,672 [純資産の部]

④その他定額運用基金 4,054 １　公共資産等整備国県補助金等 1,872,182

⑤退職手当組合積立金 173,577

基金等計 997,763 ２　公共資産等整備一般財源等 26,560,162

(4) 長期延滞債権 33,356

(5) 回収不能見込額 △ 21,348 ３　その他一般財源等 △ 1,014,352

投資等合計 1,069,003

４　資産評価差額 121,497

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 27,539,489

①財政調整基金 1,014,042

②減債基金 309,469

③歳計現金 200,655

現金預金計 1,524,166

(2) 未収金

①地方税 12,411

②その他 239

③回収不能見込額 △ 8,067

未収金計 4,583

流動資産合計 1,528,749

資　　産　　合　　計 32,361,324 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,361,324

貸借対照表
(平成28年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち3,224,177千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 6,260,693 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 4,234,600 千円 4,234,600 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 76,702 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 1,663,110 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 286,281 千円 286,281 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 5,974,174 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,515,859 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 49,856 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 4,408,459 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 286,519 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は17,594,238千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は13,947,238千円です。

811,399

2,725

431,715

9,829

11,794

5,318

94,572

1,367,352

274,197

96,360

996,795

1,367,352

0

0

0

81,552

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

76,702

1,663,110

0

0
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３ 行政コスト計算書（一般会計） 

行政コスト計算書は、目的別に当年度に資産形成に結びつかない行政サ

ービスにかかる費用（経常行政コスト）と、その行政サービスの直接の対

価（経常収益）がどれほどあるかを表しています。 

詳細な行政コスト計算書につきましては、Ｐ.１０に記載しています。 

（単位：千円） 

経常行政コスト Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増 減 額 

①   人にかかるコスト 

②   物にかかるコスト 

③   移転支出的なコスト 

④   その他のコスト 

合   計 

705,322

1,414,906

2,046,889

49,285

4,216,402

742,964 

1,521,161 

2,139,194 

56,625 

4,459,944 

37,642

106,255

92,305

7,340

243,542

経 常 収 益 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増 減 額 

①   使用料・手数料 

②   分担金・負担金・寄附金 

合   計 

89,086

89,593

178,679

88,195 

94,473 

182,668 

△891

4,880

3,989

（差引）純経常行政コスト 4,037,723 4,277,276 239,553

 

・経常行政コスト 

平成２７年度の経常行政コストは、４４億５，９９４万円で、前年度に

対し２億４，３５４万円増加しています。 

この内訳は、人にかかるコストで３，７６４万円の増額となっています。

これは、人件費２５３万円、退職手当引当金３，７１３万円の増額に対し

賞与引当金繰入金２０２万円の減額よるものです。 

物にかかるコストでは、１億６２６万円の増額となっています。これは、

物件費１，１３３万円、維持補修費２，７２１万円、減価償却費６，７７

２万円の増額によるものです。 

移転支出的なコストでは、９，２３１万円の増額です。これは、社会保

障給付費３，６９０万円、補助金等２，９１９万円、他団体への公共資産

整備補助金６，９７４万円の増額に対し特別会計への繰出金４，３５２万

円の減額よるものです。 

その他のコストでは、７３４万円の増額です。これは、地方債の償還利

子３４２万円の減額に対し回収不能見込額１，０７６万円の増額によるも

のです。  
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・経常収益 

経常収益は、１億８，２６７万円で、前年度に対し３９９万円増加して

います。  
この内訳は、使用料・手数料で８９万円の減額です。幼稚園及び預かり

保育料等教育使用料３２９万円、留守家庭児童会保育料１９６万円の増額

に対しごみ処理手数料５７８万円減額などが主な要因です。  
分担金・負担金・寄附金では、４８８万円の増額です。保育園保育料等

民生費負担金４１８万円、寄附金１５６万円の増額が主な要因です。  
 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、経常行政コストから経常収益を差し引いた４２億

７，７２７万円で前年度に対し、２億３，９５５万円増加しています。 

この純経常行政コスト（収支不足額）は、資産形成に結び付かない国及

び県補助金や地方税、地方交付税などの一般財源で賄われています。 

 

・町民一人あたりの行政コスト 

（単位：円） 

経常行政コスト Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

⑤   人にかかるコスト 

⑥   物にかかるコスト 

⑦   移転支出的なコスト 

⑧   その他のコスト 

合   計 

57,582

115,512

167,107

4,023

344,224

60,468 

123,802 

174,102 

4,609 

362,981 

2,886

8,290

6,995

586

18,757

経 常 収 益 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

③   使用料・手数料 

④   分担金・負担金・寄附金

合   計 

7,273

7,314

14,587

7,178 

7,689 

14,867 

△95

375

280

（差引）純経常行政コスト 329,637 348,114 18,477
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行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
　

平
成

2
7
年

4
月

  
1
日

至
　

平
成

2
8
年

3
月

3
1
日

　
【
経

常
行

政
コ

ス
ト

】
（
単
位
：
千
円
）

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

　
会

支
 払

 利
 息

回
収

不
能

見
込

計
上

額
そ

の
他

（
１

）
人

件
費

6
4
9
,9

7
1

1
4
.6

%
6
5
,5

0
2

1
6
8
,0

2
3

5
0
,8

1
7

5
0
,9

3
2

2
1
,0

3
0

4
,6

6
1

2
1
8
,4

3
7

7
0,

5
6
9

0

（
２

）
退

職
手

当
引

当
金

繰
入

等
5
5
,6

1
6

1
.2

%
6
,0

7
6

1
5
,6

8
9

5
,1

8
1

5
,2

4
4

1
,9

4
6

4
2

1
9
,6

8
2

1
,7

5
6

0

１
（
３

）
賞

与
引

当
金

繰
入

額
3
7
,3

7
7

0
.8

%
3
,6

4
4

1
0
,5

4
4

3
,3

4
4

2
,1

7
1

9
4
9

0
1
2
,9

3
0

3
,7

9
5

0

小
　

　
計

7
4
2
,9

6
4

1
6
.7

%
7
5
,2

2
2

1
9
4
,2

5
6

5
9
,3

4
2

5
8
,3

4
7

2
3
,9

2
5

4
,7

0
3

2
5
1
,0

4
9

7
6
,1

2
0

0

（
１

）
物

件
費

7
1
9
,9

1
6

1
6
.1

%
3
2
,4

3
9

2
2
4
,6

6
5

1
0
5
,7

2
5

1
4
6
,5

0
3

2
0
,8

7
9

1
0
,8

9
9

1
7
4
,3

5
2

4
,4

5
4

0

（
２

）
維

持
補

修
費

1
6
4
,7

7
3

3
.7

%
8
6
,0

2
2

3
1
,4

1
1

4
,1

0
3

5
,1

0
5

2
4
,8

4
5

6
8
9

1
2
,5

9
8

0

（
３

）
減

価
償

却
費

6
3
6
,4

7
2

1
4
.3

%
1
5
3
,0

9
4

2
7
5
,1

5
2

4
3
,7

4
0

1
7
,4

9
4

9
3
,6

3
9

9
,9

5
7

4
3
,3

9
6

小
　

　
計

1
,5

2
1
,1

6
1

3
4
.1

%
2
7
1
,5

5
5

5
3
1
,2

2
8

1
5
3
,5

6
8

1
6
9
,1

0
2

1
3
9
,3

6
3

2
1
,5

4
5

2
3
0
,3

4
6

4,
4
5
4

0

（
１

）
社
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保
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給

付
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2
2
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.2
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1
4
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1
7
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1
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6
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2
5

（
２

）
補

助
金

等
5
9
1
,4

8
9

1
3
.3

%
1
,2

6
1

2
0
,5

1
4

1
8
1
,6

4
5

9
6
,8

3
7

3
3
,3

3
8

1
7
7
,3

1
7

7
9
,1

4
1

1,
4
3
6

0

３
（
３

）
他

会
計

等
へ

の
支

出
額

5
5
5
,4

8
1

1
2
.5

%
2
6
9
,9

3
9

0
2
8
5
,4

2
2

1
2
0

0
0

0
0

（
４

）
他

団
体

へ
の

　
　

　
公

共
資

産
整

備
補

助
金

等
9
3
,5

0
2

2
.1

%
2
1
,6

1
8

0
1
,9

5
8

2
5
0

0
0

6
9
,6

7
6

0

小
　

　
計

2
,1

3
9
,1

9
4

4
8
.0

%
2
9
2
,8

1
8

3
5
,3

8
0

1
,2

8
6
,6

5
6

1
6
3
,4

3
2

3
3
,3

3
8

1
7
7
,3

1
7

1
4
8
,8

1
7

1
,4

3
6

0

（
１

）
支

払
利

息
4
3
,5

5
1

1
.0
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4
3
,5

5
1

（
２

）
回

収
不

能
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込
計

上
額

1
3
,0
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4

0
.3

%
1
3
,0

7
4

（
３

）
そ

の
他

行
政

コ
ス

ト
0
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.0
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0

0

小
　

　
計

5
6
,6

2
5

1
.3
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0

0
0

0
0

0
0

0
4
3
,5

5
1

1
3
,0
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4

0

4
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5
9
,9

4
4

6
3
9
,5
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5

7
6
0
,8

6
4

1
,4

9
9
,5
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6

3
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0
,8
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1

1
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6
,6

2
6

2
0
3
,5

6
5

6
3
0
,2

1
2
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2
,0

1
0

4
3
,5
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1

1
3
,0
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成
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）
1
4
.3

%
1
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3
3
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8
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4
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4
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1
4
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1
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1
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0
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0
.0
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収
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源
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手
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ｂ
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7
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9
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9
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1
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,6

0
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0
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0
1
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8
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分
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金
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寄
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金

ｃ
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4
,4

7
3

0
1
,3
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1
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0
,3

1
1

0
0

0
2
,7

1
1

0
0

0
1
0
0

1
8
2
,6

6
8

7
,1

7
8

3
0
,7

1
0

9
9
,3

3
0

2
3
,4

6
8

1
,3

8
5

0
7
,3

1
9

0
0

0
1
3
,2

7
8

ｄ
／

ａ
4
.1

0
%

1
.1

%
4
.0

%
6
.6

%
6
.0

%
0
.7

%
0
.0

%
1
.2

%
0
.0

%
0
.0

%
0
.0

%

4
,2

7
7
,2

7
6

6
3
2
,4

1
7

7
3
0
,1

5
4

1
,4

0
0
,2

3
6

3
6
7
,4

1
3

1
9
5
,2

4
1

2
0
3
,5

6
5

6
2
2
,8

9
3

8
2
,0

1
0

4
3
,5

5
1

1
3
,0

7
4

0
△

 1
3
,2

7
8

２ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ

（
差

引
）
純

経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ
－

ｄ

10



 

４ 純資産変動計算書（一般会計） 

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」が１年間でどのように増

減したかについて、財源別に表したものです。  
平成２７年度の純資産残額は、２７５億３，９４９万円で、前年度に対

し２億３，４５１万円の減額となっています。  
詳細な純資産変動計算書につきましては、Ｐ.１３に記載しています。 

（単位：千円） 

項     目 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

期首純資産残高 27,906,922 27,774,004 △132,918

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価差額 

無償受贈資産受入 

その他 

△4,037,723

3,029,151

875,289

△844

744

465

0

△4,277,276 

3,090,378 

909,621 

822 

5,157 

36,782 

1 

△239,553

61,227

34,332

1,666

4,413

36,317

1

期末純資産残高 27,774,004 27,539,489 △234,515

 

・純経常行政コスト 

純経常行政コストは、４２億７，７２８万円となっています。これは、

行政コスト計算書で説明した内容による金額をマイナス計上したものです。 
 

・一般財源 

一般財源は、町税１７億８，８５０万円、地方交付税９億７５９万円と

譲与税や地方消費税交付金など３億９，４２９万円により３０億９，０３

８万円の収入となっています。  
 

・補助金等受入 

補助金等受入は、国及び県からの補助金による収入で９億９６２万円と

なっています。  
 

・臨時損益 

臨時損益は、土地を売却した時に生じた土地評価額と実際の売却金額と

の差額で８２万円となっています。  

11



 

・資産評価差額 

資産評価差額は、年度末に保有している売却可能資産の資産評価に伴う

伴うものです。  
 

・無償受贈資産受入 

無償受贈資産受入は、早島町に無償で寄附・移管等された土地を資産評

価し加えたもので、３，６７８万円となっています。 

 

・町民一人あたりの純資産変動計算書 

（単位：円） 

区    分 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

期首純資産残高 2,278,302 2,260,438 △17,864

純経常行政コスト 

一般財源 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価差額 

無償受贈資産受入 

その他 

△329,637

247,298

71,458

△69

61

38

0

△348,114 

251,516 

74,031 

67 

420 

2,994 

0 

△18,477

4,218

2,573

136

359

2,956

0

期末純資産残高 2,267,451 2,241,352 △26,099
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（
単

位
：
千

円
）

純
資

産
合

計
公

共
資

産
等

整
備

国
県

補
助

金
等

公
共

資
産

等
整

備
一
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源
等
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一

般
財

源
等
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1
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2
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1
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△
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△
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6

△
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付
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助

金
等

受
入
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0
9
,6
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1

1
4
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6
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4
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損
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0

損
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0

△
 3

7
,3

9
3

3
7
,3

9
3

0

減
価

償
却

に
よ

る
財

源
増

△
 7

0
,7

7
9

△
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7

△
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受
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資
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△
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年
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2
8
年

3
月

3
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日
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５ 資金収支計算書（一般会計） 

資金収支計算書は、１年間における現金等の収支の流れを表したもので

「経常収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」に区

分して表したものです。  
経常的収支の部では、基本的に黒字となりますが、それ以外の部では赤

字となります。この赤字は、経常的収支の黒字と期首歳計現金残高で賄わ

れます。  
詳細な資金収支計算書につきましては、Ｐ.１７に記載しています。 

（単位：千円） 

区    分 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増 減 額 

収
支
の
部 

経 
 

常 

支出合計 3,499,814 3,567,974 68,160

収入合計 4,224,314 4,308,312 83,998

経常的収支額 724,500 740,338 15,838

備
収
支
の
部

公
共
資
産
整

 支出合計 571,896 554,433 △17,463

 収入合計 390,337 416,044 25,707

公共資産整備収支額 △181,559 △138,389 43,170

的
収
支
の
部 

投
資
・
財
務 

 支出合計 618,939 569,898 △49,041

 収入合計 11,161 21,274 10,113

投資・財務的収支額 △607,778 △548,624 59,154

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 △64,837 53,325 118,162

期首歳計現金残額 212,167 147,330 △64,837

期末歳計現金残額 147,330 200,655 53,325

 

・経常収支の部 

経常収支の部の支出は、３５億６，７９７万円で前年度に対して６，８

１６万円の増加となっています。増減の内訳は、人件費２８７万円、物件

費１，１３２万円、社会保障給付費３，６９０万円、補助金等２，９１９

万円、維持補修費等のその他支出２，７３１万円の増額に対し、支払利息

３４２万円、他会計繰出金３，６０１万円の減額となっています。収入で

は、４３億８３１万円で前年度に対して８，４００万円の増加となってい

ます。主な要因としては、地方税１，９０７万円、基金取崩額４，３４７

万円、地方交付税２，４８０万円、臨時財政対策債１，２９２万円の減額
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に対し国県補助金等６，２１６万円、消費税交付金などその他収入１億１，

１４５万円の増額となっています。 

 

・公共資産整備収支の部 

公共資産整備収支の部の支出は、５億５，４４３万円で、前年度に対し

１，７４６万円の減額となっています。主な要因としては、児童館整備、

中学校非常電源設備整備などが２６年度で完了したことによるものです。

収入は、４億１，６０４万円で前年度に対して２，５７１万円の増額とな

っています。主な要因としては、上記事業実施にともなう特定財源として

の地方債発行額２，８６０万円の増額などによるものです。 

 

・投資財務的収支の部 

投資・財務的収支の部の支出は、５億６，９９０万円で、前年度に対し

て４，９０４万円の減額となっています。主な要因としては、基金積立額

２，６６９万円、地方債償還額１，６６１万円の減額によるものです。収

入は、２，１２７万円で前年度に対して１，０１１万円の増額となってい

ます。主な要因としては、公共資産等売却収入８８８万円の増額によるも

のです。 

 

・基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

平成２７年度の基礎的財政収支は、３，３２７万円の黒字となっていま

す。これは、財政調整基金の繰入額、地方債元利償還額の減少したことに

よるものです。 

（単位：千円） 

区     分 金    額 

収入総額 

地方債発行額 

財政調整基金等取崩額 

支出総額 

地方債元利償還額 

財政調整基金等積立金 

4,745,630

△415,276

△31,996

△4,692,305

363,071

64,148

基礎的財政収支 33,272
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 地 方 債  

発 行 額  

財 政 調 整 基 金 等  

取 崩 額  

   

 地 方 債    

元 利 償 還 額  

財 政 調 整 基 金 等  

積 立 金  

 

 
 
 

・町民一人あたりの資金収支計算書 

（単位：円） 

区    分 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

収
支
の
部 

経 
 

常 

支出合計 285,722 290,386 4,664

収入合計 344,870 350,640 5,770

経常的収支額 59,148 60,254 1,106

備
収
支
の
部 

公
共
資
産
整 

支出合計 46,689 45,124 1,565

収入合計 31,867 33,861 1,994

公共資産整備収支額 △14,822 △11,263 3,559

的
収
支
の
部 

投
資
・
財
務 

支出合計 50,530 46,382 △4,148

収入合計 911 1,731 820

投資・財務的収支額 △49,619 △44,651 4,968

翌年度繰上充用金増減額 0 0 0

当年度歳計現金増減額 △5,293 4,340 9,633

期首歳計現金残額 17,321 11,991 △5,330

期末歳計現金残額 12,028 16,331 4,303

 
  

支出総額

収入総額（前年度繰越金除く）

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

歳入 

歳出 
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６ 財務諸表を活用した各指標 

 
・社会資本形成の世代間負担比率 

貸借対照表は、まちがどういった財源（表の右側）でどういった資産（表

の左側）を形成しているか表すものです。負債は資産形成にかかる財源の

うち将来に向けて負担しなければならない金額を、純資産は資産形成にか

かる財源のうち過去から今までの負担で賄われた金額を示しています。  
このことから資産合計を基準に純資産合計から過去及び現世代の負担率

を負債合計から将来世代の負担率を求めることができます。社会資本整備

によって生じる利益は将来にも及ぶものであり、世代間の負担の公平性と

いう観点から求める比率です。  
世代間負担率の平均的な値は、過去及び現世代負担比率で５０～９０％、

将来世代負担比率で１５～４０％の間と言われています。 

前年度と比較して、資産、負債及び純資産の合計に変動はあるものの一

定の水準を保っています。 

（単位：千円，％） 

項      目 
金 額 ・ 率 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

①  資産合計 32,589,216 32,361,324 △227,892

②  純資産合計 27,774,004 27,539,489 △234,515

③  負債合計 4,815,212 4,821,835 6,623

過去及び現世代負担比率（②／①） 85.2 85.1 △0.1

将来世代負担比率（③／①） 14.8 14.9 0.1

 

・歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成された資産が

何年分の歳入に相当するかをみることができます。この比率が高いほどス

トックとしての社会資本の整備が進んでいると考えられます。 

歳入額対資産比率の平均的な値は、３．０～７．０の間といわれていま

す。前年度と比較して、歳入総額の増加、減価償却による資産合計の減少

により比率は、０．１年分減少しています。 
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（単位：千円，年） 

項     目 
金 額 ・ 年 数 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

①資産合計 32,589,216 32,361,324 △227,892

②歳入総額 4,837,979 4,892,960 54,981

歳入額対資産比率（①／②） 6.7 6.6 △0.1

 

・有形固定資産の行政目的別割合 

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることによ

り、行政分野別の公共資産形成の比重を把握することができます。 

道路、公園を有する①生活インフラ・国土保全が最も高く、次に学校教

育施設や社会教育施設を有する②教育、農業用水路等を有する産業振興、

庁舎や普通財産を有する⑦総務の順になっています。 

前年度と比較して、各行政目的別に資産金額の変動はあるものの比率の

差は、それほど生じていません。  
（単位：千円，％） 

行 政 目 的 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

資 産 金 額 構成比 資 産 金 額 構成比 

①  生活インフラ 

・国土保全 
10,850,127 36.4 11,057,580 37.3

②  教  育 8,211,464 27.5 8,003,328 27.0

③  福  祉 939,272 3.2 899,811 3.0

④  環境衛生 902,569 3.0 890,723 3.0

⑤  産業振興 4,895,239 16.4 4,818,063 16.2

⑥  消  防 154,853 0.5 147,299 0.5

⑦  総  務 3,875,674 13.0 3,862,563 13.0

合   計 29,829,198 100.0 29,679,367 100.0
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・資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却

累計額を計算することにより、取得した資産の老朽化度を把握することが

できます。これを資産老朽化比率といいます。 

資産老朽化比率の平均的な値は、３５～５０％の間といわれています。 

前年度と比較して、取得金額が４億４，８２５万円増加するとともに減

価償却累計額が６億３，６４７万円増加しています。 

このことから老朽化割合は、１．６ポイント増加しています。 

（単位：千円，％） 

行政目的 

Ｈ26 年度 Ｈ 27 年度 

取得金額 
減価償却

累 計 額

老朽化

割 合
取得金額

減価償却 

累 計 額 

老朽化

割 合

① 生活インフラ

・国土保全 
7,393,662 3,169,176 42.9 7,721,194 3,322,270 43.0

② 教  育 10,770,559 4,801,134 44.6 10,837,575 5,076,286 46.8

③ 福  祉 1,166,159 657,424 56.4 1,167,148 701,164 60.1

④ 環境衛生 829,794 774,879 93.4 835,442 792,373 94.8

⑤ 産業振興 3,476,193 2,682,818 77.2 3,492,656 2,776,457 79.5

⑥ 消  防 324,881 240,208 73.9 327,284 250,165 76.4

⑦ 総  務 1,629,583 985,127 60.5 1,657,781 1,028,523 62.0

合   計 25,590,831 13,310,766 52.0 26,039,080 13,947,238 53.6

 

・公共資産対行政コスト比率 

公共資産（有形固定資産）に対する行政コストの比率をみることで、資

産を活用するためにどれだけコストがかけられているか、あるいはどれだ

けの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかを分析することがで

きます。各行政分野におけるハード、ソフト両面にわたるバランスのとれ

た財源配分を検討するうえでも参考になる指標です。 

行政目的別では、施設が少なく住民サービスに直結する福祉や資産残額

の少ない環境衛生や消防は、相対的に高い比率となります。逆に道路など

の資産形成を主とする生活インフラ・国土保全の比率は、低い率となって
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います。 

このように行政目的別ごとに比率のばらつきはありますが、平均的な値

は、全体で１０～３０％の間といわれています。 

前年度と比較して、経常行政コストが２億４，３５４万円増加したのに

対し、有形固定資産が１億４，４６７万円減少したことから指標は０．９

ポイントの増加となりました。 

（単位：千円，％） 

行政目的 

Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

行政コスト計算書 

経常行政コスト a 

貸借対照表 

有形固定資産 b 

比 率 

（a/b）

行政コスト計算書 

経常行政コスト a 

貸借対照表 

有形固定資産 b

比 率 

（a/b） 

① 生活インフラ 

・国土保全 
630,111 10,850,127 5.8 639,595 11,057,580 5.8

② 教  育 656,237 8,211,464 8.0 760,864 8,003,328 9.5

③ 福  祉 1,496,751 939,272 159.4 1,499,566 899,811 166.7

④ 環境衛生 390,825 902,569 43.3 390,881 890,723 43.9

⑤ 産業振興 195,250 4,895,239 4.0 196,626 4,818,063 4.1

⑥ 消  防 198,263 154,853 128.0 203,565 147,299 138.2

⑦ 総  務 521,984 3,875,674 13.5 630,212 3,862,563 16.3

⑧ 議  会 77,696 - - 82,010 - -

⑨ 支払利息 46,973 - - 43,551 - -

⑩ 回収不能 

見 込 額 
2,312 - - 13,074 - -

⑪ そ の 他 0 79,048 0.0 0 84,205 0.0

合  計 4,216,402 29,908,246 14.1 4,459,944 29,763,572 15.0
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・地方債の償還可能年数 

まちの地方債（借金）残高を経常的に確保できる資金で返済した場合に

何年で返済できるかを表すもので、借金の多寡や債務返済能力を測る指標

です。 

償還可能年数の平均的な値は、３．０～９．０年の間の年数といわれて

います。 

前年度と比較して、地方債残高が９，４４６万円増加したものの、経常

収支額が７，２２３万円増加していることから償還可能年数が１．４年減

少しています。 

（単位：千円，年） 

項    目 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

①  貸借対照表（地方債残高） 4,230,138 4,324,600 94,462

②  資金収支計算書（経常的収支額） 

（うち地方債発行額及び基金取崩額を除く） 
411,178 483,411 72,233

地方債の償還可能年数（①／②） 10.3 8.9 △1.4

 

・税収等対行政コスト比率 

純資産変動計算書の税収等（一般財源、補助金等受入うち一般財源等）

に対する純経常行政コストの比率を計算することにより、当年度の税収等

がどれだけ純経常行政コストに使われたかを把握することができます。比

率が１００％を下回った場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積された

か翌年度以降の負債が減少したことになります。逆に上回った場合は、今

までに形成された資産を取り崩したか翌年度以降の負債が増加したことに

なります。 

行政コスト対税収等比率の平均的な値は、９０～１１０％といわれてい

ます。 

前年度と比較して、分母となる地方税収など一般財源が６，１２３万円、

補助金等受入６，２６２万円が増加したものの、分子となる扶助費や人件

費など純経常行政コストも２億３，９５５万円増加したことにより指標は

１．７ポイント増加しています。 

平成２７年度の行政コスト対税収等比率については１００％を上回った

ことから、行政コストが税収等を上回っておりコスト超過な状況であるこ
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とを示しています。 

 

（単位：千円，％） 

項     目 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 増減額 

①  純経常行政コスト 4,037,723 4,277,276 239,553

②  一般財源 3,029,151 3,090,378 61,227

③  補助金等受入 

（うちその他一般財源等） 
701,561 764,184 62,623

④  減価償却による財源増 

（うち公共資産等国県補助金等）
61,739 70,779 9,040

⑤  臨時財政対策債発行額 227,496 214,576 △12,920

行政コスト対税収等比率 

（① ／（②＋③＋④＋⑤）） 
100.4 102.1 1.7
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